
法人単位事業活動計算書 第二号第一様式

(自) 令和6年4月1日　(至) 令和7年3月31日 （第二十三条第四項関係）

  法　人　名  ：社会福祉法人廿日市福祉会 (単位 : 円)

勘定科目 当年度決算(A) 前年度決算(B) 増減(A)-(B)

介護保険事業収益 260,655,962 258,021,457 2,634,505

収

益

保育事業収益

障害福祉サービス等事業収益

老人福祉事業収益 49,684,553 46,155,656 3,528,897

児童福祉事業収益

○○収益

経常経費寄附金収益 605,000 2,760,000 △ 2,155,000

生活保護事業収益

医療事業収益

人件費 201,807,420 200,656,807 1,150,613

事業費 61,464,351 58,088,692 3,375,659

その他の収益

サービス活動収益計(1) 310,945,515 306,937,113 4,008,402

○○費用

利用者負担軽減額

事務費 36,278,018 33,560,356 2,717,662

授産事業費用

徴収不能額

徴収不能引当金繰入

減価償却費 22,264,525 22,353,029 △ 88,504

国庫補助金等特別積立金取崩額 △ 8,529,644 △ 8,529,644

△ 2,339,155 807,873 △ 3,147,028

借入金利息補助金収益

その他の費用

サービス活動費用計(2) 313,284,670 306,129,240 7,155,430

有価証券売却益

投資有価証券評価益

受取利息配当金収益 10,442 535 9,907

有価証券評価益

サービス活動外収益計(4) 2,426,853 1,928,049 498,804

支払利息 2,683,712 2,230,653 453,059

投資有価証券売却益

その他のサービス活動外収益 2,416,411 1,927,514 488,897

投資有価証券評価損

投資有価証券売却損

有価証券評価損

有価証券売却損

経常増減差額(7)=(3)+(6)

その他のサービス活動外費用

サービス活動外費用計(5) 2,683,712 2,230,653 453,059

△ 256,859 △ 302,604 45,745

△ 2,596,014 505,269 △ 3,101,283

費

用

サービス活動増減差額(3)=(1)-(2)
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用

サービス活動外増減差額(6)=(4)-(5)

サ
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部



法人単位事業活動計算書 第二号第一様式

(自) 令和6年4月1日　(至) 令和7年3月31日 （第二十三条第四項関係）

  法　人　名  ：社会福祉法人廿日市福祉会 (単位 : 円)

※本様式は、勘定科目の大区分のみを記載するが、必要のないものは省略することができる。ただし追加・修正はできない

ものとする。

当年度決算(A) 前年度決算(B) 増減(A)-(B)

固定資産受贈額

施設整備等補助金収益

施設整備等寄附金収益

0

基本金組入額

固定資産売却益

その他の特別収益

国庫補助金等特別積立金積立額

資産評価損

固定資産売却損・処分損

0

0 0 0

災害損失

その他の特別損失

△ 22,698,650

0 0 0

△ 2,596,014 505,269 △ 3,101,283

76,994,700 96,592,067 △ 19,597,367

△ 2,596,069次期繰越活動増減差額(17)=(13)+(14)+(15)-(16)

0 0 0

55 20,102,636 △ 20,102,581その他の積立金積立額(16)

74,398,631 76,994,700

74,398,686 97,097,336

特別費用計(9) 0 0

国庫補助金等特別積立金取崩額（除却等）

特別収益計(8) 0 0

長期運営資金借入金元金償還寄附金収益

勘定科目

収

益

費

用

特別増減差額(10)=(8)-(9)

特

別

増

減

の

部

当期活動増減差額(11)=(7)+(10)
繰

越
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動

増

減

差

額

の

部

前期繰越活動増減差額(12)

当期末繰越活動増減差額(13)=(11)＋(12)

基本金取崩額(14)

その他の積立金取崩額(15)


